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問題と目的
１．いじめ防止対策推進法の公布・施行
　いじめ防止対策推進法（以下，「本法律」）が 2013
年 6 月 28 日に成立し，同 9 月 28 日に施行された
（文部科学省，2013a）1）．本法律は，いじめがいじ
めを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害
し，その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な
影響を与えるのみならず，その生命又は身体に重大
な危険を生じさせるおそれがあるものであることに
鑑み，いじめの防止等のための対策を総合的かつ効
果的に推進するため，いじめの防止等のための対策
に関し，基本理念を定め，国及び地方公共団体等の
責務を明らかにし，並びにいじめの防止等のための
対策に関する基本的な方針の策定について定めると
ともに，いじめの防止等のための対策の基本となる
事項を定めるものである（文部科学省，2013b）2）．
　また，条文には学校に対する義務も示され，特に
第 13 条（学校いじめ防止基本方針）と第 22 条（学
校におけるいじめの防止等の対策のための組織）は，
学校における取組の必須義務を具体的に規定するも
のであり本法律の要となっている．
２．学校いじめ防止基本方針
　本法律においては，第 11 条で国に対しいじめの
防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進する
ための基本的な方針（以下，「国の基本方針」）の策
定を求めるとともに，第 12 条では地方公共団体に
対し国の基本方針を参酌し，その地域の実情に応じ
た同様の基本的な方針（以下，「地方の基本方針」）
の策定に努めるよう求め，また，学校に対しては，
第 13 条で国の基本方針又は地方の基本方針を参酌
し，その学校の実情に応じた同様の基本的な方針と
して学校いじめ防止基本方針（以下，「学校の基本方
針」）の策定を求めている．
　なお，学校の基本方針については国又は地方の基
本方針を参酌し，実態に応じて策定することが示さ
れているが，策定の様式や必須項目等の規定は示さ
れていない．一方で，国の基本方針（文部科学省，
2013c）3）の「いじめの防止等のために学校が実施す
べき施策」（pp.21-25）には，どの学校においても
共通に取り組むべき事項が示されていることから，
それらについては学校の基本方針に記載する対象事
項とみることができる．
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３．学校におけるいじめの防止等の対策のための組
織
　第 22 条の学校におけるいじめの防止等の対策の
ための組織（以下，「いじめ対策委員会」）は，常設
組織として設置が義務づけられ，国の基本方針では
「いじめ対策委員会」と名称が例示されているが，
名称は各校の判断によるとされている．いじめ対策
が組織的に実行されるための中核組織であり，メン
バーには部外者を加えて構成されることが求められ
ている．その役割としては，「学校の基本方針の策
定・見直」「いじめの認定」「いじめ情報・相談の窓
口」「いじめ相談・情報等の共有と対応」「いじめ情
報の記録・管理」「いじめの有無等の教育委員会へ
相談・報告」「学校が重大事態へ対処する場合に母
体となる組織」などであり，いじめ対策委員会が機
能しているかどうかは，学校におけるいじめに関す
る取組全般に作用することになる．
４．学校の基本方針の策定状況といじめ対策委員会
の設置状況
　文部科学省（2014）4）によると 2014 年 10 月 1 日
時点で，学校の基本方針の策定率は 96.4％（沖縄県
91.4％）であり，校種別では，小学校 97.7％（同
96.0％）， 中 学 校 96.2％（ 同 94.2％）， 高 等 学 校
92.1％（ 同 72.7％）， 特 別 支 援 学 校 94.1％（ 同
64.7％）である．同様に 2015 年 10 月 1 日時点での
策定率は 99.9％（沖縄県 99.0％）であり，校種別で
は，小学校 99.9％（同 99.6％），中学校 99.9％（同
98.7％），高等学校 99.7％（同 97.0％），特別支援学
校 99.9％（同 100％）である（文部科学省，2015a）5）．
　また，2014 年 10 月 1 日時点で，いじめ対策委員
会の設置率は 98.5％（沖縄県 82.4％）であり，校種
別では，小学校 98.8％（同 95.6％），中学校 98.6％（同
93.5％），高等学校 97.1％（同 80.3％），特別支援学
校 97.2％（同 82.4％）である．同様に 2015 年 10 月
1 日時点での設置率は99.9％（沖縄県 99.0％）であり，
校種別では，小学校 99.9％（同 99.6％），中学校
99.9％（同 99.7％），高等学校 99.7％（同 97.0％），
特別支援学校 100％（同 100％）である．本法律が
施行され 2 年が経過した段階で，全国及び沖縄県の
学校では，策定率及び設置率が 100％に近い状況と
なっている．
５．学校の基本方針の策定状況と沖縄県の課題
　著者が講師の教員免許状更新講習（2014 年 8 月）
を受講した沖縄県内の小・中・高等学校の教員（97
名）を対象とした学校の基本方針の策定状況に関す
る調査（吉田，2015a）6）では，「学校の基本方針を策
定している」と回答したのは 41.8％（小学校
43.3％，中学校 50％，高校 33.3％）で，「学校の基本
方針をホームページで公開している」と回答したの
は 14.3％（小学校 10％，中学校 23.3％，高校 10％）
であった．また，学校の基本方針の内容を教職員間
で「十分に共有している」，あるいは「おおむね共有
している」と回答したのは 29.7％（小学校 36.7％，
中学校 39.3％，高校 15.2％）であった．
　文部科学省調査では 2014 年 10 月 1 日時点で，沖
縄県の学校の基本方針の策定率は 91.4％であるが，
著者による調査で教員が策定していると認識してい
る割合は 4 割程度であった．学校の基本方針は策定
してあるが教員間で策定を認識している状況は低く，
策定された各学校の基本方針の実効性が懸念される
状況にある．同様に，同時点でいじめ対策委員会の
設置率は 82.4％であるが，著者調査では学校内で学
校の基本方針の内容を共有しているとした割合は 3
割弱であった．学校の基本方針にはいじめ対策委員
会のメンバー構成や役割内容等が記載されることに
なる．その策定内容が教員間で十分に共有されてい
ない状況は，いじめ対策委員会の実効性も懸念され
る状況にある．
６．重大事態の該当件数の実態と課題
　第 28 条第 1 項の第 1 号と第 2 号に「重大事態」の
対象が規定され，第 1 号は「いじめにより当該学校
に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大な被
害が生じた疑いがあると認めるとき」，第 2 号は「い
じめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間
学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあ
ると認めるとき」とされている．
　文部科学省（2015b）7）のいじめを対象にした調査
吉　田　浩　之242
結果をみると，2013 年度は179 件（第 1 号該当 75 件，
第 2 号該当 122 件，重複件数あり）であった．2014
年度は449 件（第 1 号該当 92 件，第 2 号該当 383 件，
重複件数あり）と前年度に比べて増加がみられた．
　一方，文部科学省の不登校を対象にした調査結果5）
をみると，2013 年度にいじめが不登校のきっかけ
とされた人数は，2,120 人（小学校 414 人，中学校
1,527 人，高校 179 人）で，これらは本法律の重大
事態の第 2 号に該当すると考えられる．しかし，い
じめを対象にした調査結果では，当該年度の重大事
態の件数が 179 件であった．同様に 2014 年度にい
じめが不登校のきっかけとされた人数は，1,463 人
（小学校 313 人，中学校 1,060 人，高校 90 人）で，
いじめを対象にした調査結果では，当該年度の重大
事態の件数が 449 件となっていた．
　以上のことは，重大事態に該当するにもかかわら
ず，カウントされていない件数が多数あることを示
すとともに，いじめと不登校の調査結果は学校から
の報告をもとに集計されていることから，学校現場
における本法律の理解が十分ではない状況を示して
いる．したがって，本法律の理解が進めば，重大事
態に該当していたがそのように扱われなかった事例
が重大事態として扱われるため，重大事態の件数は
今後増加する可能性がある．なお，重大事態への対
処に関しては，法律に則った調査手続きが定められ，
たとえば，学校が重大事態の情報を把握すれば，学
校から当該教育委員会に報告し，そこから当該地方
公共団体の長へ伝えられ，そして調査主体は当該教
育委員会が決定することになり，学校が調査主体と
なる場合には，いじめ対策委員会が母体となる．法
律に則った対処の手続きが実行されるためには，全
教員が本法律の理解をしておくことが必須となる．
７．研究目的
　以上のように，文部科学省調査では，沖縄県の学
校の基本方針の策定率は100％近くを示しているが，
沖縄県の小・中・高校の教員を対象に，著者が行っ
た調査からは，学校現場における自らが所属する学
校の基本方針の策定の認識状況は低く，教員間でそ
の内容を共有している認識状況も低かった．また，
学校からの重大事態の報告件数と実際に該当する件
数の差からは，学校現場における本法律の理解の不
十分さがうかがえた．そこで本研究では，沖縄県の
小学校，中学校，高等学校の教員を対象に，本法律
に則った学校における取り組み状況を調査し，学校
現場の現状と課題を把握することを目的とした．
方　　法
１．調査対象と調査内容
　調査対象は，著者が講師を担当し，本法律に関連
する内容を取り扱う教員免許状更新講習（2015 年 8
月）の受講者 152 名（小学校 52 名，中学校 33 名，
高校 67 名）であった．国の基本方針に記された学
校に求められる取り組み内容をチェックリストとし
て整理した「取組チェックリスト」（吉田，2015b）8）
を活用し，本法律に則った学校における取組状況を
調査した．対象者には講習の中でチェックリストへ
の記入を求め，講習時間内に回収した．統計処理に
は SPSS（version 22.0）を使用した．
　「取組チェックリスト」はチェック項目が 7 分野
でまとめられ，分野別にチェック項目を示し，合計
で 103 項目となっている．対象者には現所属学校
（あるいは，前年度の所属学校）の学校全体の状況
を振り返り，各項目に対して「4：十分できている（十
分行っている），3：少しできている（少し行ってい
る），2：あまりできていない（あまり行っていない），
1：全くできていない（全く行っていない）」から選
択し回答を求めた．なお，重大事態は特別な事案で
あり，学校として対処したケースがない場合には，
それに対処する状況を想定して，学校として対処で
きる状況にどの程度あるかどうかで回答を依頼し
た．
２．「取組チェックリスト」の内容
　国の基本方針において，学校が取り組むべき内容
について記されているところは，「第 2　いじめの防
止等のための対策の内容に関する事項」の「3　いじ
めの防止等のために学校が実施すべき施策（pp.21-
25）および p.24 に示す別添（学校におけるいじめ
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防止，早期発見，いじめに対する措置のポイント）」
と，「4　重大事態への対処，（1）学校の設置者又は
学校による調査（pp.25-35）」である．その中で項
目として設定されているものを，「取組チェックリス
ト」では基本的に大項目として設定し，国の基本方
針で項目に続き小項目が記されてある場合は，「取組
チェックリスト」においては中項目として設定して
ある．したがって，国の基本方針に記載されている
具体的な内容は，大項目及び中項目の下に設けた
チェック項目の中に記載されている．
　表 1 は，「取組チェックリスト」の概要を示すもの
である．大項目と中項目名が示され，それらの中に
含まれるチェック項目の数が記されている．なお，
「学校いじめ防止基本方針の全体的なポイント事項」
「いじめ対策委員会」「いじめの早期発見」は，大項
目のみで中項目は設定されていない．結果として「取
組チェックリスト」は，7 つの大項目にチェック項
目は全部で 103 の項目で作成されている．各チェッ
ク項目の内容は，後頁に調査結果として示す表 3，4，
5 に記してある．
結　　果
　対象者 152 名（回収率 100％）から回答を得た．
チェック項目によっては未回答があったが，得られ
たデータのすべてを分析対象にした．表 2 は，大項
目及び中項目ごとの平均値を示したものであり，表
3，4，5 は 7 つの大項目別のチェック項目への回答
結果と，校種別に比較するために 1 要因の分散分析
を行い，有意な主効果がみとめられたものについて
多重比較を行った結果である．表 6 は，チェック項
目の中で平均値が低い値の項目を順に示したもので
ある．
１．学校いじめ防止基本方針の全体的なポイント事
項（大項目A）の結果
　表 2 より，他の大項目と比べて最も平均値が低
かった．表 6 より，A5 項目の「学校の基本方針を検
討する段階から，保護者や地域の方等が参画し，児
童生徒の意見も取り入れている」の平均値は 1.71
ですべてのチェック項目の中で最も平均値が低かっ
た．同様に，A6 項目の「いじめ防止等の取組に，児
童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保されてい
る」（平均値 2.01）と A7 項目の「いじめ防止，いじ
めの早期発見，いじめへの対処に関する取組方法を
具体的に定め，チェックリストを作成・共有し全教
職員で実施している」（平均値 2.19）も低い値で
あった．
　表 3 より，校種別に有意な差がみられたのは 3 項
目（A3，A4，A7）であった．A3 と A4 項目では高
校が小学校と中学校に比べて平均値が低く，高校は
学校の基本方針にいじめの防止・早期発見・早期対
応の年間計画及び取組内容に関する記載と，いじめ
防止等に取り組む組織的体制及び校内研修に関する
記載の状況が低かった．また，A7 項目では小学校
が中学校と高校に比べて平均値が高く，小学校では
いじめ防止等に関する取組を具体的に定めながら組
織的に点検評価を実施している状況がみられた．
２．いじめ対策委員会（大項目Ｂ）の結果
　表 2 より，他の大項目と比べて，「その他の留意事
項」を除けば「学校いじめ防止の全体的なポイント
事項」に次いで平均値が低かった．本法律において
は，第 13 条（学校の基本方針に関する規定）と第
22 条（いじめ対策委員会に関する規定）は，学校
に必須義務の規定であり，学校に求められる柱とな
るものである．しかし，それぞれに対応する大項目
A と大項目 B は，他の大項目に比べて平均値が低
かった．また，B1 項目は，第 22 条に示されるメン
バー構成に関する内容であり，100％の実行が求め
られるが，表 3 より，どの校種も平均値が 3 に満た
ない状況であった．表 6 より，平均値が低い項目が
4 項目みられ，B11 項目は点検評価，B13 項目は委
員会のメンバー構成，B2 項目は計画・実行・改善，
B3 項目は相談窓口に関する項目で，それらは本法
律で求めるいじめ対策委員会が担う基本となる役割
内容であった．
３．いじめ防止（大項目Ｃ）の結果
　第 1 条にいじめの基本的な対策として「いじめ防
吉　田　浩　之244
止等」が示され，「等」とは「いじめの防止，いじめ
の早期発見，いじめに対する措置」とされている．
表 2 より，それら 3 つの大項目をみてみると，「いじ
めの防止」は他の 2 つに比べて平均値が低かった．
また，いじめの防止の中項目では「学び・取組」が
最も低く，その中では Ce1 と Ce3 項目の平均値が
低く，児童会・生徒会や児童生徒が主体的に取り組
む状況に関する内容であった．
　表 3 より，すべての項目で平均値が中学校で高く，
1 項目を除きすべての項目で高校が低かった．校種
別に有意な差がみられた項目を中項目ごとにみる
と，「共通理解」では 3 項目（Ca1，Ca3，Ca4）で，
教職員全体での共通の理解や認識の度合いが，高校
は他の校種に比べて低かった．同様に，「態度・能力
表１　取組チェックリストの概要
大項目 中項目
大項目および
中項目内の
チェック項目数
国の基本方針
の記載箇所
Ａ：学校いじめ防止基本方
針の全体的なポイント
事項
 7 pp.21-22
Ｂ：いじめ対策委員会 13 pp.22-24
Ｃ：いじめの防止
Ca：いじめについての共通理解  5
p.24，別添
（pp.1-3）
Cb：いじめに向かわない態度・能力の育成  4
Cc：いじめが生まれる背景と指導上の注意  6
Cd：自己有用感や自己肯定感を育む  3
Ce：児童等がいじめを学び取り組む  3
Ｄ：いじめの早期発見  5 p.25，別添（pp.3-5）
Ｅ：いじめに対する措置
Ea：発見・通報の対応  4
p.25，別添
（pp.5-8）
Eb：いじめられた児童等・その保護者の支援  7
Ec：いじめた児童等の指導・その保護者への助言  7
Ed：いじめが起きた集団への働きかけ  5
Ee：ネット上のいじめへの対応  5
Ｆ：重大事態への対処
Fa：基本対応（意味・報告・調査主体）  3
pp.25-35
Fb：調査組織  3
Fc：事実関係明確化の調査  6
Fd：重大事態に関するその他留意事項  5
Ｇ：その他の留意事項
Ga：組織的な指導体制  3
別添（pp.8-9）
Gb：校務の効率化  1
Gc：校内研修の充実  3
Gd：学校評価と教員評価  2
Ge：地域や家庭との連携  3
表２　大項目・中項目ごとの平均値
大項目
Ａ：学校いじめ防
止基本方針の
ポイント事項
Ｂ：いじめ対策
委員会
Ｃ：いじめの防止
Ｄ：いじめの
　　早期発見
Ｅ：いじめに対する措置
中項目 Ca：共通　　 理解
Cb：態度力
　 育成
Cc：背景と
　　 指導上
　　 の注意
Cd：有用感
　　 肯定感
Ce：学び・
　 取組
Ea：発見通報
　 の対応
Eb：生・護
　　 者支援
Ec：生徒へ指
　　 導・保護
　 者助言
平均値 2.48 2.63
3.00 3.08 3.18 2.77 2.47
3.39
3.13 3.42 3.23
2.96（Ｃ全体の平均値） 3.15（Ｅ全体の平均値）
大項目 E：いじめに対する措置 G：重大事態への対処 H：その他の留意事項
中項目 Ed：集団への　　働きかけ
Ee：ネットい
　　じめ対応 Ga：基本対応 Gb：調査組織
Gc：事実明
　　 確調査 Gd：その他
Ha：組織的
　 体制 Hb：効率化 Hc：校内研修 Hd：評価 He：連携
平均値
3.37 2.42 3.20 2.85 3.31 3.07 2.90 2.64 2.34 2.74 2.35
3.14（G 全体の平均値） 2.57（H 全体の平均値）
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表３　項目別の回答結果（大項目 A ～ C）
大項目 中項目 項目番号 チェックリスト内容 人数 小学校 中学校 高等学校 F 値 多重比較
Ａ：学校いじ
め防止基
本方針の
全体的な
ポイント
事項
A1 ・国の基本方針又は地域の基本方針を参酌し，学校の実情に応じて作成している 150 2.77±0.81 2.81±0.86 2.70±0.99 0.18
A2 ・いじめの防止等の取組を行う基本的な方向や取組の内容を定めている 150 2.94±0.87 2.87±0.88 2.90±0.84 0.08
A3 ・いじめの防止，早期発見，早期対応の年間計画及び取組内容が示されている 151 2.94±0.87 2.94±0.86 2.49±0.92 4.89** 高 < 小，中
A4 ・教育相談体制，生徒指導体制，校内研修について示している 149 3.31±0.76 3.22±0.87 2.83±0.87 5.33** 高 < 小，中
A5 ・方針を検討する段階から，保護者や地域の方等が参画し，児童生徒の意見も取り入れている 149 1.67±0.68 1.63±0.61 1.79±0.77 0.72
A6 ・いじめ防止等の取組に，児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保されている 151 2.08±0.93 2.16±0.81 1.90±0.87 1.16
A7 ・いじめ防止，いじめの早期発見，いじめへの対処に関する取組方法を具体的に定め，チェックリストを作成・共有し全教職員で実施している 151 2.56±0.96 2.06±0.83 1.96±0.88 6.96** 中，高 < 小
Ｂ：いじめ対
策委員会
B1 ・複数の教職員，心理，福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成している 147 2.85 ± 0.92 2.39 ± 1.03 2.79 ± 0.95 2.53
B2 ・取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検証・修正を行っている 147 2.42 ± 0.77 2.03 ± 0.88 2.26 ± 0.92 1.96
B3 ・いじめの相談・通報の窓口を具体的に示している 149 2.54 ± 0.95 2.30 ± 0.92 2.50 ± 0.88 0.73
B4 ・いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報が集まり，その記録が保存されている 149 2.70 ± 0.93 2.73 ± 0.76 2.82 ± 0.80 0.31
B5 ・いじめの疑いに係る情報があった時には緊急会議を開いている 149 2.78 ± 0.95 2.91 ± 1.01 2.94 ± 0.94 0.41
B6 ・いじめの情報が迅速に共有できている 149 2.84 ± 0.87 2.91 ± 0.72 2.85 ± 0.75 0.09
B7 ・的確にいじめの疑いに関する情報が共有でき，共有された情報を基に，組織的に対応できるような体制になっている 149 2.76 ± 0.80 2.91 ± 0.88 2.88 ± 0.81 0.42
B8 ・いじめであるかどうかの判断を組織として行っている 148 2.47 ± 0.87 2.49 ± 0.91 2.70 ± 0.84 1.20
B9 ・教職員は，ささいな兆候や懸念，児童生徒からの訴えを，抱え込まずに全て組織に報告・相談している 149 2.70 ± 0.84 3.09 ± 0.77 2.82 ± 0.78 2.42
B10 ・集められた情報は個別の児童生徒ごとなどに記録し，情報の集約と共有化を図っている 147 2.55 ± 0.82 2.76 ± 0.90 2.55 ± 0.90 0.70
B11
・学校基本方針の策定や見直し，各学校で定めたいじめの取組が計画どおりに
進んでいるかどうかのチェック，いじめの対処がうまくいかなかったケース
の検証，必要に応じた計画の見直しをしている
147 2.08 ± 0.67 1.71 ± 0.69 1.99 ± 0.92 2.14
B12 ・個々のいじめの防止・早期発見・対処に当たっては，児童生徒や事案に関係の深い教職員も対応に参加している 149 2.92 ± 1.01 3.39 ± 0.79 3.08 ± 0.81 2.93
B13 ・適切に外部専門家の助言を得つつも機動的に運用できるよう，構成員全体の会議と日常的な関係者の会議に役割分担している 149 2.38 ± 0.83 2.27 ± 0.94 2.14 ± 0.97 1.01
C：いじめの
防止
a：共通理解
Ca1 ・いじめはどの子供にも起こりうる，どの子供も被害者にも加害者にもなりうるという認識を共有している 152 3.65 ± 0.56 3.91 ± 0.29 3.64 ± 0.54 3.50* 小，高 < 中
Ca2 ・児童生徒の尊厳が守られ，児童生徒をいじめに向かわせないための未然防止に，全ての教職員で取り組んでいる 152 3.29 ± 0.80 3.42 ± 0.71 3.10 ± 0.76 2.12
Ca3
・いじめの態様や特質，原因・背景，具体的な指導上の留意点などについて，
校内研修や職員会議で周知を図るとともに，平素から教職員全員の共通理解
を図っている
152 2.96 ± 0.86 3.00 ± 0.79 2.61 ± 0.89 3.40* 高 < 小，中
Ca4 ・日常的にいじめの問題について触れ，「いじめは人間として絶対に許されない」との雰囲気を学校全体に醸成している 151 3.37 ± 0.66 3.42 ± 0.79 3.08 ± 0.75 3.60* 高 < 小，中
Ca5
・常日頃から，児童生徒と教職員がいじめとは何かについて具体的な認識を共
有する手段として，何がいじめなのかを具体的に列挙して目につく場所に掲
示している
151 1.96 ± 0.91 2.13 ± 0.91 1.97 ± 0.94 0.38
b：態度能力
　 育成
Cb1 ・学校の教育活動全体を通じた道徳教育や人権教育の充実，読書活動・体験活動などの推進により，児童生徒の社会性を育んでいる 152 3.44 ± 0.67 3.58 ± 0.61 2.85 ± 0.91 13.22** 高 < 小，中
Cb2
・幅広い社会体験・生活体験の機会を設け，他人の気持ちを共感的に理解でき
る豊かな情操を培い，自分の存在と他人の存在を等しく認め，お互いの人格
を尊重する態度を養っている
152 3.29 ± 0.57 3.21 ± 0.65 2.90 ± 0.76 5.51** 高 < 小，中
Cb3 ・自他の意見の相違があっても，互いを認め合いながら建設的に調整し，解決していける力を育てている 152 3.15 ± 0.64 3.03 ± 0.59 2.84 ± 0.77 3.19* 高 < 小
Cb4 ・自分の言動が相手や周りにどのような影響を与えるかを判断して行動できる力を育てている 152 3.17 ± 0.62 3.09 ± 0.58 2.82 ± 0.76 4.36* 高 < 小，中
c：背景と指
　 導上の注
　 意
Cc1 ・授業についていけない焦りや劣等感などが過度なストレスとならないよう，一人一人を大切にした分かりやすい授業づくりを進めている 150 3.28 ± 0.63 3.15 ± 0.62 3.12 ± 0.69 0.82
Cc2 ・学級や学年，部活動等の人間関係を把握して一人一人が活躍できる集団づくりを進めている 150 3.28 ± 0.57 3.18 ± 0.64 3.14 ± 0.70 0.67
Cc3
・ストレスを感じた場合でも，それを他人にぶつけるのではなく，運動・スポー
ツや読書などで発散したり，誰かに相談したりするなど，ストレスに適切に
対処できる力を育んでいる
150 2.78 ± 0.67 2.97 ± 0.64 2.88 ± 0.69 0.78
Cc4
・児童生徒が，心の通じ合うコミュニケーション能力を育み，規律正しい態度
で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような授業づくりや集団づくりを
行っている
151 3.28 ± 0.60 3.30 ± 0.47 3.09 ± 0.65 2.04
Cc5 ・集団の一員としての自覚や自信を育むことにより，いたずらにストレスにとらわれることなく，互いを認め合える人間関係・学校風土をつくっている 151 3.26 ± 0.59 3.03 ± 0.68 3.06 ± 0.69 1.65
Cc6 ・教職員の言動が，児童生徒を傷つけたり，他の児童生徒によるいじめを助長したりすることのないよう，指導の在り方に細心の注意を払っている 150 3.36 ± 0.69 3.30 ± 0.73 3.21 ± 0.73 1.26
d：有用感肯
　 定感
Cd1
・児童生徒が活躍でき，他者の役に立っていると感じ取ることのできる機会を
全ての児童生徒に提供し，児童生徒の自己有用感が高められるようにしてい
る
150 3.31 ± 0.58 2.79 ± 0.70 3.06 ± 0.72 6.24** 中 < 高 < 小
Cd2
・自己肯定感を高められるよう，学校の教職員はもとより，家庭や地域の人々
などにも協力を求め，幅広い大人から認められるよう工夫するとともに，困
難な状況を乗り越えるような体験の機会などを積極的に設けている
151 2.77 ± 0.76 2.88 ± 0.70 2.66 ± 0.90 0.86
Cd3 ・異学校種や同学校種間で適切に連携し，社会性や自己有用感・自己肯定感を発達段階に応じて身に付いていくように取り組んでいる 151 2.65 ± 0.89 2.42 ± 0.66 2.37 ± 0.97 1.47
e：学び・取
　 組
Ce1
・児童会・生徒会によるいじめ撲滅の宣言や相談箱の設置など，児童生徒自ら
がいじめの問題について学び，そうした問題を児童生徒自身が主体的に考え，
児童生徒自身がいじめの防止を訴えるような取組を推進している
151 2.10 ± 0.92 2.55 ± 1.03 2.12 ± 0.91 2.75
Ce2
・児童生徒の「いじめられる側にも問題がある」「大人に言いつける ( チクる )
ことは卑怯である」「いじめを見ているだけなら問題はない」などの考え方は
誤りであることを学んでいる
150 3.04 ± 0.81 3.18 ± 0.77 2.70 ± 0.92 4.25* 高 < 小，中
Ce3
・児童生徒が「やらされている」だけの活動に陥らず，児童会・生徒会がいじめ
の防止に，主体的に参加できる活動になっているかどうかをチェックしつつ，
教職員は陰で支える役割に徹するよう心がけている
150 2.22 ± 0.86 2.52 ± 0.80 2.18 ± 0.85 1.87
**p<.01，*p<.05
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表４　項目別の取り組み状況（大項目 D ～ E）
大項目 中項目 項目番号 チェックリスト内容 人数 小学校 中学校 高等学校 F 値 多重比較
D：いじめの
　 早期発見
D1
・いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり，遊びやふざけあい
を装って行われたりするなど，大人が気付きにくく判断しにくい形で行われ
ることを共有している
149 3.54 ± 0.65 3.82 ± 0.39 3.49 ± 0.68 3.33* 小，高 < 中
D2
・ささいな兆候であっても，いじめではないかとの疑いを持って，早い段階か
ら複数の教職員で的確に関わり，いじめを隠したり軽視したりすることなく，
いじめを積極的に認知している
149 3.36 ± 0.69 3.52 ± 0.51 3.11 ± 0.75 4.44* 高 < 小，中
D3 ・定期的なアンケート調査や教育相談の実施等により児童生徒がいじめを訴えやすい体制を整え，いじめの実態把握に取り組んでいる 149 3.77 ± 0.55 3.70 ± 0.64 2.99 ± 0.99 16.74** 高 < 小，中
D4
・日頃からの児童生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め，児童生徒が示す小
さな変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つとともに，教職員
相互が積極的に児童生徒の情報交換を行い，情報を共有している
149 3.62 ± 0.57 3.58 ± 0.50 3.24 ± 0.79 5.48** 高 < 小，中
D5
・暴力をふるう児童生徒のグループ内で行われるいじめ等，特定の児童生徒の
グループ内で行われるいじめについては，被害者からの訴えがなかったり，
周りの児童生徒も教職員も見逃しやすかったりするので注意深く対応してい
る
149 3.29 ± 0.76 3.33 ± 0.74 3.11 ± 0.81 1.26
E：いじめに
　 対する措
 置　　
a：発見通報
　 の対応
Ea1
・児童生徒や保護者から「いじめではないか」との相談や訴えがあった場合には，
真摯に傾聴し，また，いじめの疑いがある行為には，早い段階から的確に関
わりを持ち，いじめられた児童生徒やいじめを知らせてきた児童生徒の安全
を確保している
150 3.54 ± 0.58 3.91 ± 0.29 3.36 ± 0.71 9.39** 小，高 < 中
Ea2
・発見・通報を受けた教職員は一人で抱え込まず，学校における「いじめの防止
等の対策のための組織」で直ちに情報を共有し，当該組織が中心となり，速
やかに関係児童生徒から事情を聴き取るなどして，いじめの事実の有無の確
認を行っている
150 3.12 ± 0.82 3.36 ± 0.78 3.12 ± 0.83 1.15
Ea3 ・事実確認の結果は，校長が責任を持って学校の設置者に報告するとともに被害・加害児童生徒の保護者に連絡している 147 3.04 ± 0.82 3.42 ± 0.61 3.03 ± 0.80 3.25* 小，高 < 中
Ea4
・いじめる児童生徒に対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず，
十分な効果を上げることが困難な場合で，いじめが犯罪行為と認めるときは，
いじめられている児童生徒を守り通すという観点から，所轄警察署と相談し
て対処するようにしている
147 2.29 ± 0.82 3.13 ± 0.94 2.74 ± 1.03 7.98** 小 < 高 < 中
b：児童生徒
　 保護者へ
　 の支援
Eb1
・発見・通報を受けた場合には，特定の教職員で抱え込まず，速やかに組織的
に対応し，被害児童生徒を守り通すとともに，教育的配慮の下，毅然とした
態度で加害児童生徒を指導している
152 3.29 ± 0.75 3.76 ± 0.66 3.37 ± 0.62 5.23** 小，高 < 中
Eb2
・いじめられている児童生徒にも責任があるという考え方をせず，「あなたが悪
いのではない」ことをはっきりと伝えるなど，自尊感情を高めるよう留意し
ている
150 3.33 ± 0.59 3.64 ± 0.60 3.26 ± 0.71 3.87* 小，高 < 中
Eb3 ・事実確認のための聴き取りやアンケート等により判明した情報や個人情報等，取り扱いやプライバシーには十分に留意して対応をしている 150 3.59 ± 0.57 3.97 ± 0.17 3.62 ± 0.55 6.82** 小，高 < 中
Eb4
・いじめられた児童生徒や保護者に対し，徹底して守り通すことや秘密を守る
ことを伝え，できる限り不安を除去するとともに，事態の状況に応じて，複
数の教職員の協力の下，当該児童生徒の見守りを行うなど，いじめられた児
童生徒の安全を確保している
150 3.45 ± 0.70 3.76 ± 0.50 3.38 ± 0.67 3.85* 小，高 < 中
Eb5
・いじめられた児童生徒にとって信頼できる人（友人や教職員，家族，地域の
人等）と連携し，いじめられた児童生徒に寄り添い支える体制をつくってい
る
149 3.35 ± 0.66 3.55 ± 0.56 3.34 ± 0.69 1.22
Eb6
・いじめられた児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができる
よう，必要に応じていじめた児童生徒を別室において指導することとしたり，
状況に応じて出席停止制度を活用したりして，いじめられた児童生徒が落ち
着いて教育を受けられる環境の確保を図るようにしている
146 2.83 ± 0.91 3.19 ± 0.90 3.36 ± 0.74 5.70** 小 < 中，高
Eb7 ・いじめが解決したと思われる場合でも，継続して十分な注意を払い，折りに触れ必要な支援を行っている 149 3.39 ± 0.67 3.61 ± 0.56 3.25 ± 0.77 2.97
c：児童生徒
　 へ指導・
　 保護者へ
　 助言
Ec1
・加害児童生徒を指導する場合，謝罪や責任を形式的に問うことに主眼を置く
のではなく，社会性の向上等，児童生徒の人格の成長に主眼を置いた指導を
行っている
151 3.41 ± 0.64 3.46 ± 0.56 3.05 ± 0.73 6.25** 高 < 小，中
Ec2
・いじめがあったことが確認された場合，複数の教職員が連携し，必要に応じ
て外部専門家の協力を得て，組織的に，いじめをやめさせ，その再発を防止
する措置をとっている
150 2.90 ± 0.83 3.33 ± 0.89 2.94 ± 0.82 3.10* 小，高 < 中
Ec3
・事実関係を聴取したら，迅速に保護者に連絡し，事実に対する保護者の理解
や納得を得た上，学校と保護者が連携して以後の対応を適切に行えるよう保
護者の協力を求めるとともに，保護者に対する継続的な助言を行っている
151 3.22 ± 0.76 3.67 ± 0.74 3.27 ± 0.66 4.58* 小，高 < 中
Ec4
・いじめた児童生徒への指導に当たっては，いじめは人格を傷つけ，生命，身
体又は財産を脅かす行為であることを理解させ，自らの行為の責任を自覚さ
せている
152 3.48 ± 0.61 3.82 ± 0.46 3.34 ± 0.71 6.31** 小，高 < 中
Ec5 ・いじめた児童生徒が抱える問題など，いじめの背景にも目を向け，当該児童生徒の安心・安全，健全な人格の発達に配慮した指導を行っている 151 3.51 ± 0.54 3.73 ± 0.52 3.06 ± 0.76 14.11** 高 < 小，中
Ec6
・いじめの状況に応じて，心理的な孤立感・疎外感を与えないよう一定の教育
的配慮の下，特別の指導計画による指導のほか，さらに出席停止や警察との
連携による措置も含め，毅然とした対応をしている
149 2.70 ± 0.95 3.00 ± 1.03 2.86 ± 0.82 1.11
Ec7
・いじめには様々な要因があることに鑑み，懲戒（学校教育法第 11 条の規定に
基づき）を加える際には，主観的な感情に任せて一方的に行うのではなく，
教育的配慮に十分に留意し，いじめた児童生徒が自ら行為の悪質性を理解し，
健全な人間関係を育むことができるよう成長を促す目的で行っている
149 3.32 ± 0.77 3.36 ± 0.82 3.24 ± 0.77 0.30
d：集団への
　 働きかけ
Ed1
・いじめを見ていた児童生徒に対しても，自分の問題として捉えさせ，たとえ，
いじめを止めさせることはできなくても，誰かに知らせる勇気を持つよう伝
えている
150 3.65 ± 0.56 3.81 ± 0.47 3.02 ± 0.83 20.14** 高 < 小，中
Ed2 ・はやしたてるなど同調していた児童生徒に対しては，それらの行為はいじめに加担する行為であることを理解させている 150 3.65 ± 0.56 3.78 ± 0.61 3.27 ± 0.73 8.51** 高 < 小，中
Ed3 ・学級全体で話し合うなどして，いじめは絶対に許されない行為であり，根絶しようという態度を行き渡らせるようにしている 148 3.71 ± 0.54 3.63 ± 0.66 2.97 ± 0.87 17.42** 高 < 小，中
Ed4
・いじめの解決とは，加害児童生徒による被害児童生徒に対する謝罪のみで終
わるものではなく，被害児童生徒と加害児童生徒を始めとする他の児童生徒
との関係の修復を経て，双方の当事者や周りの者全員を含む集団が，好まし
い集団活動を取り戻し，新たな活動に踏み出すことをもって判断するように
している
148 3.32 ± 0.65 3.53 ± 0.57 2.99 ± 0.83 6.93** 高 < 小，中
Ed5 ・全ての児童生徒が，集団の一員として，互いを尊重し，認め合う人間関係を構築できるような集団づくりを進めている 149 3.57 ± 0.54 3.61 ± 0.50 3.06 ± 0.62 15.68** 高 < 小，中
e：ネットい
　 じめへ対
　 応
Ee1 ・ネット上の不適切な書き込み等については，被害の拡大を避けるため，直ちに削除する措置をとっている 143 2.27 ± 1.00 2.69 ± 1.03 2.86 ± 0.89 2.34
Ee2
・名誉毀損やプライバシー侵害等があった場合，プロバイダは違法な情報発信
停止を求めたり，情報を削除したりできるようになっているので，プロバイ
ダに対して速やかに削除を求めるなど必要な措置を講じている．こうした措
置をとるに当たり，必要に応じて法務局又は地方法務局の協力を求めるよう
にしている
139 2.00 ± 0.88 2.26 ± 0.93 2.29 ± 0.96 1.33
Ee3 ・早期発見の観点から，学校の設置者等と連携し学校ネットパトロールなどを実施することによりネット上のトラブルの早期発見に努めている 141 1.62 ± 0.70 1.81 ± 0.78 2.16 ± 0.96 5.64** 小，中 < 高
Ee4
・児童生徒が悩みを抱え込まないよう，法務局・地方法務局におけるネット上
の人権侵害情報に関する相談の受付など，関係機関の取組について周知して
いる
142 2.07 ± 0.97 2.13 ± 0.83 2.26 ± 0.93 0.60
Ee5
・パスワード付きサイトや SNS（ソーシャルネットワーキングサービス），携帯
電話のメールを利用したいじめなどについては，より大人の目に触れにくく，
発見しにくいため，学校における情報モラル教育を進めるとともに，保護者
においてもこれらについての理解を求めている
144 3.13 ± 0.81 3.31 ± 0.69 2.86 ± 0.94 3.32* 高 < 小，中
**p<.01，*p<.05
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表５　項目別の取り組み状況（大項目 F ～ G）
大項目 中項目 項目番号 チェックリスト内容 人数 小学校 中学校 高等学校 F 値 多重比較
F：重大事態
　 への対処
a：基本対応
Fa1 ・児童等の生命，心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき，迅速に事実関係を明確にするための調査手続きに着手している（着手できる） 150 3.21 ± 0.85 3.70 ± 0.68 3.11 ± 0.81 6.19** 小，高 < 中
Fa2
・いじめにより欠席することを余儀なくされている疑いがあり，年間 30 日以上，
あるいは児童生徒が一定期間，連続して欠席しているような場合には，迅速
に事実関係を明確にするための調査手続きに着手している（着手できる）
152 3.23 ± 0.81 3.64 ± 0.70 3.00 ± 0.78 7.52** 小，高 < 中
Fa3
・児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあった
ときは，その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とは
いえない」と考えたとしても，重大事態が発生したものとして報告・調査等
に当たっている（当たることができる）
151 3.17 ± 0.88 3.42 ± 0.83 2.92 ± 0.81 4.07* 小，高< 中
b：調査組織
Fb1
・重大事態が発生した場合には，直ちに学校の設置者に報告し，また，いじめ
られた児童生徒又は保護者が望む場合には，地方公共団体の長による調査を
実施することも想定している
151 2.94 ± 0.80 2.91 ± 0.91 2.68 ± 0.88 1.55
Fb2
・組織の構成については，いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利
害関係を有しない者により，当該調査の公平性・中立性を確保するよう努め
ている（努めることができる）
147 2.98 ± 0.80 3.24 ± 0.75 3.02 ± 0.85 1.18
Fb3 ・学校が調査の主体となる場合，調査を行う迅速性に欠けることがないようにあらかじめ，基本構成員を想定している 150 2.62 ± 0.95 2.64 ± 1.03 2.75 ± 0.90 0.35
c：事実関係
　 明確化の
　 調査
Fc1
・重大事態に至る要因となったいじめ行為が，いつ（いつ頃から），誰から行わ
れ，どのような態様であったか，いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間
関係にどのような問題があったか，学校・教職員がどのように対応したか等
の客観的な事実関係を，可能な限り網羅的に明確にしている（明確にできる）
149 3.00 ± 0.80 3.30 ± 0.77 3.00 ± 0.77 1.94
Fc2
・学校自身が，たとえ不都合なことがあったとしても，事実にしっかりと向き
合い調査結果を重んじ，主体的に再発防止に取り組んでいる（取り組むこと
ができる）
149 3.29 ± 0.58 3.49 ± 0.62 3.29 ± 0.63 1.27
Fc3
・いじめられた児童生徒から十分に聴き取るとともに，在籍児童生徒や教職員
に対する質問紙調査や聴き取り調査を行い，いじめられた児童生徒や情報を
提供してくれた児童生徒を守ることを最優先とした調査を実施している（実
施できる）
151 3.37 ± 0.77 3.49 ± 0.76 3.48 ± 0.71 0.44
Fc4 ・調査による事実関係の確認とともに，いじめた児童生徒への指導を行い，いじめ行為を止めている（止めることができる） 149 3.32 ± 0.65 3.39 ± 0.66 3.27 ± 0.69 0.36
Fc5
・いじめられた児童生徒に対しては，事情や心情を聴取し，いじめられた児童
生徒の状況にあわせた継続的なケアを行い，落ち着いた学校生活復帰の支援
や学習支援をしている（することができる）
151 3.42 ± 0.64 3.55 ± 0.62 3.30 ± 0.72 1.49
Fc6
・いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合は，当該児童生徒の保
護者の要望や意見を十分に聴取し，迅速に当該保護者と今後の調査について
協議し，在籍児童生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査などに着
手している（着手できる）
151 3.14 ± 0.77 3.33 ± 0.82 3.17 ± 0.78 0.71
d：その他留
　 意事項
Fd1
・関係のあった児童生徒が深く傷つき，学校全体の児童生徒や保護者や地域に
も不安や動揺が広がったり，時には事実に基づかない風評等が流れたりする
場合を想定し対策をしている（対策できる）
150 2.84 ± 0.73 3.12 ± 0.93 2.82 ± 0.84 1.63
Fd2
・児童生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻すための支援
に努めるとともに，予断のない一貫した情報発信，個人のプライバシーへの
配慮に留意している（留意できる）
148 3.08 ± 0.74 3.46 ± 0.67 3.25 ± 0.73 2.73
Fd3
・他の児童生徒のプライバシー保護に配慮するなど，関係者の個人情報に十分
配慮しながら，いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して，事実関係等
その他の必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ，調査により明ら
かになった事実関係（いじめ行為がいつ，誰から行われ，どのような態様で
あったか，学校がどのように対応したか）について，いじめを受けた児童生
徒やその保護者に対して説明している（説明できる）
149 3.20 ± 0.72 3.52 ± 0.67 3.20 ± 0.69 2.67
Fd4
・質問紙調査の実施により得られたアンケートについては，いじめられた児童
生徒又はその保護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき，調
査に先立ち，その旨を調査対象となる在校生やその保護者に説明する等の措
置を行っている（行うことができる）
149 3.04 ± 0.82 3.06 ± 0.97 2.86 ± 0.83 0.88
Fd5
・調査結果の報告の説明を受けた後，そのいじめを受けた児童生徒又はその保
護者が希望する場合には，いじめを受けた児童生徒又はその保護者の所見を
まとめた文書の提供を受け，調査結果の報告に添えて地方公共団体の長等に
送付するようにしている（対応できる）
147 2.88 ± 0.90 3.06 ± 0.86 2.97 ± 0.83 0.45
G：その他の
　 留意事項
a：組織的体
　 制
Ga1 ・いじめへの対応は，校長を中心に全教職員が一致協力の体制を確立している 150 3.19 ± 0.69 3.18 ± 0.73 3.03 ± 0.87 0.76
Ga2
・一部の教職員や特定の教職員が抱え込むのではなく，学校における「いじめの
防止等の対策のための組織（いじめ対策委員会）」で情報を共有し，いじめへ
の組織的な対処を可能とするよう，平素からこれらの対応の在り方について，
全ての教職員で共通理解を図っている
148 2.96 ± 0.77 2.88 ± 0.86 2.70 ± 0.97 1.27
Ga3 ・いじめの問題等に関する指導記録を保存し，児童生徒の進学・進級や転学に当たり，適切に引き継いだり情報提供したりできる体制をとっている 147 2.72 ± 0.88 2.94 ± 0.75 2.67 ± 0.93 1.06
b：効率化 Gb1
・教職員が児童生徒と向き合い，いじめの防止等に適切に取り組んでいくこと
ができるようにするため，一部の教職員に過重な負担がかからないように校
務分掌を適正化し，組織的体制を整えるなど，校務の効率化を図っている
145 2.57 ± 0.89 2.97 ± 0.90 2.53 ± 0.96 2.61
c：校内研修
Gc1 ・いじめへの対応に係る教職員の資質能力向上を図る取組について校内研修を行っている 150 2.43 ± 0.90 2.28 ± 0.85 2.19 ± 1.00 0.93
Gc2 ・全ての教職員の共通認識を図るため，いじめを始めとする生徒指導上の諸問題等に関する校内研修を行っている 152 2.56 ± 0.98 2.88 ± 0.78 2.30 ± 0.99 4.28* 高 < 小 < 中
Gc3 ・教職員の異動等によって，教職員間の共通認識が形骸化してしまわないために，年間計画に位置づけた校内研修を実施している 150 2.32 ± 0.84 2.39 ± 0.70 2.09 ± 1.04 1.57
d：評価
Gd1
・学校評価において，いじめの有無やその多寡のみを評価せず，問題を隠さず，
いじめの実態把握や対応が促されるよう，児童生徒や地域の状況を十分踏ま
えた目標の設定や，目標に対する具体的な取組状況や達成状況を評価し，学
校は評価結果を踏まえてその改善に取り組んでいる
150 2.78 ± 0.67 2.82 ± 0.73 2.56 ± 0.79 1.93
Gd2
・教員評価において，いじめの有無やその多寡のみを評価するのではなく，日
頃からの児童生徒理解，未然防止や早期発見，いじめが発生した際の，問題
を隠さず，迅速かつ適切な対応，組織的な取組等が評価されるようにしてい
る
150 2.84 ± 0.70 2.94 ± 0.86 2.68 ± 0.75 1.43
e：連携
Ge1
・学校基本方針等について地域や保護者の理解を得ることで，地域や家庭に対
して，いじめの問題の重要性の認識を広めるとともに，家庭訪問や学校通信
などを通じて家庭との緊密な連携協力を図っている
149 2.67 ± 0.89 2.91 ± 0.59 2.30 ± 0.88 6.41** 高 < 小 < 中
Ge2
・学校，PTA，地域の関係団体等がいじめの問題について協議する機会を設け
たり，学校運営協議会を活用したりするなど，地域と連携した対策を推進し
ている
149 2.29 ± 0.86 2.13 ± 0.71 2.05 ± 0.73 1.51
Ge3 ・より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため，学校と家庭，地域が組織的に連携・協働する体制を構築している 149 2.37 ± 0.87 2.41 ± 0.71 2.29 ± 0.87 0.26
**p<.01，*p<.05
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育成」では，いじめの防止につながる態度や力を育
成する教員側の取組に関する内容で，すべての項目
で高校が他の校種に比べて低かった．「有用感・肯
定感」では Cd1 項目で，児童生徒の有用感が高ま
る機会の提供に関する内容が，小学校は中学校と高
校より高く，高校が中学校より高かった．「学び・
取組」では Ce2 項目で，いじめられている児童生
徒を助けるためには根本的に必要な考え方を学んで
いる状況に関する内容が，高校は他の校種に比べて
低かった．
　表 6 より，平均値が低い項目は Ca5 項目で，常
日頃から何がいじめになるにかについて具体的に列
挙し，視覚的に示すような取組に関する内容であっ
た．また，上述の Ce1 と Ce3 項目も平均値が低い
項目であった．
表６　チェック項目別の平均値下位項目
順 番号・分類 チェック項目 平均値 標準偏差 人数
1 A5
・方針を検討する段階から，保護者や地域の方等が参画し，児童生徒の意見も取り入れ
ている
1.71 0.71 149
2 Ee3
・早期発見の観点から，学校の設置者等と連携し学校ネットパトロールなどを実施する
ことによりネット上のトラブルの早期発見に努めている
1.92 0.88 141
3 B11
・学校基本方針の策定や見直し，各学校で定めたいじめの取組が計画どおりに進んでい
るかどうかのチェック，いじめの対処がうまくいかなかったケースの検証，必要に応
じた計画の見直しをしている
1.96 0.80 147
4 Ca5
・常日頃から，児童生徒と教職員がいじめとは何かについて具体的な認識を共有する手
段として，何がいじめなのかを具体的に列挙して目につく場所に掲示している
2.00 0.92 151
5 A6 ・いじめ防止等の取組に，児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保されている 2.01 0.88 151
6 Ge2
・学校，PTA，地域の関係団体等がいじめの問題について協議する機会を設けたり，学
校運営協議会を活用したりするなど，地域と連携した対策を推進している
2.15 0.77 149
7 Ee4
・児童生徒が悩みを抱え込まないよう，法務局・地方法務局におけるネット上の人権侵
害情報に関する相談の受付など，関係機関の取組について周知している
2.17 0.92 142
8 A7
・いじめ防止，いじめの早期発見，いじめへの対処に関する取組方法を具体的に定め，
チェックリストを作成・共有し全教職員で実施している
2.19 0.93 151
9 Ee2
・名誉毀損やプライバシー侵害等があった場合，プロバイダは違法な情報発信停止を求
めたり，情報を削除したりできるようになっているので，プロバイダに対して速やか
に削除を求めるなど必要な措置を講じている．こうした措置をとるに当たり，必要に
応じて法務局又は地方法務局の協力を求めるようにしている
2.19 0.93 139
10 Ce1
・児童会・生徒会によるいじめ撲滅の宣言や相談箱の設置など，児童生徒自らがいじめ
の問題について学び，そうした問題を児童生徒自身が主体的に考え，児童生徒自身がい
じめの防止を訴えるような取組を推進している
2.21 0.95 151
11 Gc3
・教職員の異動等によって，教職員間の共通認識が形骸化してしまわないために，年間
計画に位置づけた校内研修を実施している
2.23 0.92 150
12 B13
・適切に外部専門家の助言を得つつも機動的に運用できるよう，構成員全体の会議と日
常的な関係者の会議に役割分担している
2.25 0.92 149
13 B2 ・取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検証・修正を行っている 2.26 0.87 147
14 Ce3
・児童生徒が「やらされている」だけの活動に陥らず，児童会・生徒会がいじめの防止に，
主体的に参加できる活動になっているかどうかをチェックしつつ，教職員は陰で支え
る役割に徹するよう心がけている
2.27 0.85 150
15 Gc1
・いじめへの対応に係る教職員の資質能力向上を図る取組について校内研修を行ってい
る
2.29 0.94 150
16 Ge3
・より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため，学校
と家庭，地域が組織的に連携・協働する体制を構築している
2.34 0.84 149
17 B3 ・いじめの相談・通報の窓口を具体的に示している 2.47 0.91 149
18 Cd3
・異学校種や同学校種間で適切に連携し，社会性や自己有用感・自己肯定感を発達段階
に応じて身に付いていくように取り組んでいる
2.48 0.89 151
※平均値 2.5 未満のチェック項目を記載
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４．いじめの早期発見（大項目Ｄ）の結果
　表 2 より，他の大項目に比べて平均値は最も高く，
いじめの早期発見への取組は，他の項目に比べて実
施されている状況がみられた．表 4 より，すべての
項目で高校が低い値で，校種別に有意な差がみられ
た項目は，4 項目（D1，D2，D3，D4）で，いずれ
も高校が低かった．その中で特に平均値で大きな差
がみられたのは，定期的なアンケート調査や教育相
談等によるいじめ実態把握の取組状況であり，小学
校と中学校は平均値が 3.7 を超えているが，高校は
2.99 であった．
５．いじめに対する措置（大項目Ｅ）の結果
　表 2 より，本大項目の平均値は 3.15 で，中項目
ごとに比べると最も高いのは「いじめられた児童生
徒・保護者の支援」の 3.42 で，最も低い「ネットい
じめへの対応」の 2.42 と比べて平均値に 1 以上の
差があった．中項目別に結果をみると，以下の通り
である．
5.1　「発見通報の対応」の結果
　表 4 より，すべての項目で中学校の平均値が高く，
校種別に平均値に有意な差がみられた項目は 3 項目
（Ea1，Ea3，Ea4）で，中学校は他校種に比べて高かっ
た．中学校では，学校の教職員以外から情報を含め，
情報を得てからの対応や他と連携した取組が他の校
種に比べて実施されている状況がみられた．特に
Ea1 項目の「児童生徒や保護者から「いじめではない
か」との相談や訴えがあった場合には真摯に傾聴し，
またいじめの疑いがある行為には早い段階から的確
に関わりを持ち，いじめられた児童生徒やいじめを
知らせてきた児童生徒の安全を確保している」の平
均値は，中学校で 3.91 と高い値を示した．
5.2　「いじめられた児童生徒・その保護者への支援」
の結果
　表 2 より，本大項目の中項目の中で最も平均値が
高かった．表 4 より，校種別に平均値に有意な差が
みられた項目の中で，4 項目（Eb1，Eb2，Eb3，
Eb4）は，中学校が小学校と高校に比べて高く，中
学校では他の校種に比べて，いじめられた生徒・保
護者への支援的対応を実施している状況がみられた．
また，Eb6 項目は小学校が中学校と高校に比べて低
く，小学校では他の校種に比べて，別室指導や出席
停止など通常指導を超えた個別的対処の実施状況が
低かった．
5.3　「いじめた児童生徒への指導・保護者への助言」
の結果
　表 4 より，校種別に平均値に有意な差がみられた
項目の中で，3 項目（Ec2，Ec3，Ec4）は中学校が
小学校と高校に比べて高く，中学校では教員間の連
携及び他と連携した指導やいじめた児童生徒に自ら
の行為の責任について自覚させる指導に関する実施
状況が高かった．また，2 項目（Ec1，Ec5）は高校
が小学校と中学校に比べて低く，高校では小学校と
中学校に比べて，いじめた児童生徒の人格的側面に
留意した指導に関する実施状況が低かった．
5.4　「集団への働きかけ」の結果
　表 4 より，すべての項目で校種別に平均値に有意
な差がみられ，高校が小学校と中学校に比べて低
かった．高校は小学校と中学校に比べて，いじめ対
処に関する集団への働きかけの実施状況が低かっ
た．
5.5　「ネットいじめへの対応」の結果
　表 2 より，5 つの中項目で最も平均値が低く，ま
た表 6 より，すべてのチェック項目の中で，Ee3 項
目は平均値が 2 番目（1.92）に低く，同様に Ee4 項
目は 7 番目（2.17）で，Ee2 は 9 番目（2.19）であっ
た．いじめに対する措置の中で，ネットいじめへの
対応に関する実施状況は低く，チェック項目全体を
みても平均値が低い項目がみられた．
　表 4 より，情報モラル教育に関する Ee5 項目を
除き，高校の平均値が他の校種に比べて高かった．
また，校種別に平均値に有意な差がみられた項目は
2 つで，1 つは Ee3 項目で，他機関と連携したネッ
トトラブルの早期発見に関するものであり，高校は
小学校と中学校に比べて高かった．もう 1 つは，上
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述の Ee5 項目で，高校は小学校と中学校に比べて
低かった．
６．重大事態への対処（大項目Ｆ）の結果
　表 2 より，本大項目の中項目ごとに平均値をみる
と，「調査組織」が他の項目に比べて低かった．これ
は本法律で示す重大事態に対処する調査組織の構成
や調査主体に関する項目である．本法律では該当事
案が発生してから調査組織を立ち上げるのでは対処
が遅れるため，事前に調査組織の構成等を定めてお
くことが求められている．
　表 5 より，校種別に平均値に有意な差がみられた
項目は，3 項目（Fa1，Fa2，Fa3）で，中学校は小
学校と高校に比べて高かった．すべて「基本対応」
のチェック項目であり，重大事態へ対処する際に本
法律で示されている調査手続きの着手に関する内容
である．重大事態へ対処では，法で示す手続きに則
り迅速に調査に着手をすることが求められているが，
校種によって差がみられた．
７．その他の留意事項（大項目Ｇ）の結果
　表 2 より，全体の大項目及び中項目の中で最も平
均値が低い項目が「校内研修」であり，「連携」も 2
番目に低かった．また，表 6 より，すべてのチェッ
ク項目の中で，学校と地域の連携に関する Ge2 項
目（平均値 2.15），校内研修に関する Gc3 項目（平均
値 2.23）と Gc1 項目（平均値 2.29）は低い値であった．
　表 5 より，校種別にみて平均値に有意な差がみら
れた項目は 2 項目（Gc2，Ge1）で，ともに中学校
は小学校に比べて高く，小学校は高校に比べて高
かった．Gc2 項目は教職員の共通理解に向けた校内
研修の実施に関する項目で，Ge1 項目は学校の基本
方針の地域・保護者への理解化と家庭との連携協力
に関する項目であった．
考　　察
１．学校いじめ防止基本方針の全体的なポイント事
項
　第 1 条の目的に社会総がかりでいじめの問題に取
り組むことが示されている．学校の基本方針につい
ても，策定段階から児童生徒，保護者，地域等の参
加が求められているとともに，行動計画の意味合い
を有し具体的に作成することが求められている（国
立教育政策研究所，2014）9）．以上の点を含めて本
大項目のチェック項目は，学校の基本方針を策定す
る上での手順や記載すべき内容に関する項目で構成
されているが，本調査の結果から，他の大項目と比
べて平均値が最も低かった．特に A5 項目の「方針
を検討する段階から，保護者や地域の方等が参画し，
児童生徒の意見も取り入れている」は，全チェック
項目の中で最も平均値が低かった．
　文部科学省の調査結果7）をみると，全国及び沖縄
県は学校の基本方針の策定率が 100％に近い数値で
あった．しかし，本調査の結果をみると沖縄県の学
校では，国の基本方針で求める学校の基本方針の策
定手順や策定内容の記載状況は十分ではなく，学校
現場においては学校の基本方針は策定してあるが，
その策定手順や記載内容については検討・改善を要
する状況にある．特に，本法律の目的に沿って，児
童生徒や保護者や地域が参画し学校の基本方針を策
定する手順を踏むことが求められる．校種別には，
高校が他の校種に比べて，学校の基本方針にいじめ
の防止・早期発見・早期対応の年間計画及び取組内
容に関する記載と，いじめ防止等に取り組む組織的
体制及び校内研修に関する記載の状況が低く，計画
的に組織的な取り組みを実行することが課題であ
る．
２．いじめ対策委員会
　いじめ対策委員会は法で求める学校の常設組織で
あり，学校における取組を担う中核組織である．し
たがって，本大項目のチェック項目で示す内容につ
いては，教職員間で共通理解を徹底し，いじめ対策
委員会が機能するように最大限の努力が求められる
ものである．
　チェック項目は，いじめ対策委員会の構成や役割
内容に関して国の基本方針に記された内容であるが，
本調査の結果から，他の大項目と比べて実施状況は
低く，すべてのチェック項目でみても，平均値が低
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い項目が複数みられた．文部科学省の調査7）では，
全国及び沖縄県の設置率は 100％近くを示している
が，沖縄県の学校現場の実態としては，いじめ対策
委員会の役割内容についての理解が十分ではなく，
求められる役割内容が十分に実施されていない状況
がうかがえた．
　文部科学省の調査結果 7）から全国的にみると，「教
育相談の実施について必要に応じて教育センターな
どの専門機関と連携を図るとともに学校以外の相談
窓口の周知や広報の徹底を図った」について，小学
校は 48.9％，中学校は 48.8％，高校は 35.2％であっ
た．全国的にみても実施状況は 5 割に満たないが，
本調査の B3 項目（いじめの相談・通報の窓口を具
体的に示す）の結果からは沖縄県の学校現場でも改
善が必要とみられる．
　また，B11 項目（いじめへの取組状況の点検評価）
については，すべてのチェック項目の中で 3 番目に
低い値（1.96）かった．学校におけるいじめに関す
る取組状況の点検評価は，チェックリストを作成し
いじめ対策委員会が中心に行うことを国の基本方針
では求めている．本大項目の中でも特に改善が必要
とみられる．
３．いじめ防止
　第 3 条に基本理念が規定され，その中では，いじ
めはすべての児童生徒に関係する問題であることを
示し，国の基本方針でも「いじめはどの子供にも起
こりうる，どの子供も被害者にも加害者にもなりう
る」と示している．どの子どもにも関係する問題で
あるからこそ，主体者中心の予防的取組を積極的に
進めていく必要がある．しかし，いじめ防止等の「い
じめの防止，いじめの早期発見，いじめに対する措
置」の 3 つの取組の中で，いじめの防止が最も取組
状況が低く，沖縄県の学校現場では，いじめ予防に
より力を入れて取り組む必要性がうかがえる．特に，
中項目の「学び・取組」は，児童生徒側からみて，
いじめの予防に向けた学びの状況と主体的な取組の
状況に関する内容であるが，本大項目の中項目では，
最も平均値が低かった．また，Ca5 項目はすべての
チェック項目で 4 番目に平均値が低く，いじめの態
様例を児童生徒に日常的に視覚的に示すような取り
組みに留意する必要性が示された．
　中項目の「児童生徒の態度・能力の育成」は，い
じめの防止につながる態度や力を育成する教員側の
取組状況に関する内容であるが，すべての項目にお
いて高校が小学校と中学校に比べて有意に低い結果
であった．高校では意図的計画的に生徒の予防的な
態度や力の育成に力を入れる必要性が示された．
　文部科学省の調査結果7）から全国的にみると，学
校におけるいじめの問題に対する日常の取組として
「道徳や学級活動の時間にいじめにかかわる問題を
取り上げ指導を行った」について，小学校は
93.9％，中学校は 91.6％，高校は 57.3％であった．
また，「児童・生徒会活動を通じて，いじめの問題を
考えさせたり，生徒同士の人間関係や仲間作りを促
進した」については，小学校は 71.1％，中学校は
74.2％，高校は 40.1％であった．授業での取り組み
に比べて，児童生徒が主体となった取り組みは低い
状況にあり，また，高校ではいずれについても他の
校種に比べて大きく下回っていた．本調査の結果で
も同様の傾向が示されているが，直接的に児童生徒
のいじめ防止に作用するところであり，特段に留意
し改善を図る必要があると考えられる．
４．いじめの早期発見
　第 16 条の「いじめの早期発見のための措置」の第
1 項には，学校に対していじめを早期に発見するた
めの定期的な調査や必要な措置について講ずること
が規定されている．文部科学省の調査結果7）から全
国的にみると，いじめの実態把握のために学校が直
接児童生徒に対して行った具体的な方法として，「ア
ンケート調査の実施」は，小学校 99.1％（前年度
98.9％），中学校 97.4％（同，96.3％），高校 90.4％（同，
85.3％）となっている．どの校種も 90％を超え，前
年度より実施割合が向上している．「個別面談の実
施」は，小学校 85.5％（前年度 81.6％），中学校
93.4％（同，91.5％），高校 81.9％（同，78.8％）と
なっている．中学校は 90％を超え，どの校種も前
年度より実施割合が向上している．2 つを合わせれ
ば，どの校種も定期的に実態把握に向けた取組は，
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実施されていることがうかがえる．しかし，本調査
の結果では沖縄県の高校は小・中学校と比べて，定
期的な調査の実施状況の差は大きく，有意に低かっ
た．A3 項目（学校の基本方針へのいじめの防止等
の年間計画・取組内容の記載）の結果をみても，小・
中学校に比べて有意に低いことから，高校では年間
計画に位置づけて定期的に実施する必要がある．
　また，毎日児童生徒とやりとりする「個人ノート等」
をいじめの実態把握に活用しているのは，全国的に
みると，小学校 53.6％（前年度 53.8％），中学校
77.7％（同，76.7％），高校 13.4％（同，12.1％）と
なっている．定期的な調査等に比べて，常日頃に実
態把握に努める具体的な方法の実施については，ど
の校種も低い状況にあり，前年度に比べても大きな
改善はみられない．本調査では，D2 と D4 項目が
日常的な取組に関するもので，高校は小学校と中学
校に比べて有意に低かった．定期的な調査以上に，
日常的に実態把握する取組は重要であり，その具体
的な方法を定めておくことが求められる．
５．いじめに対する措置
5.1　「発見通報の対応」
　第 8 条（学校及び学校の教職員の責務）で示すよ
うに，学校は他との連携の中心的役割を果たす責務
を担い，また第 23 条（いじめに対する措置）の第
1 項で示すように，いじめ情報の学校への通報義務
に対応するためには，学校として情報を収集する窓
口機能とそれに対処する体制を整えておく必要があ
る．
　文部科学省の調査結果7）から全国的にみると，
2014 年度はいじめの発見のきっかけが「学校の教職
員以外からの情報により発見」は 34％（前年度は
31.9％）を占めている．その内訳で前年度と比べて
最も増加率が高かったのは「保護者からの訴え」
（10.0％から 11.2％）であった．なお，中学校で「学
校の教職員以外からの情報により発見」は，全体の
42.7％（前年度 41.8％）で小学校の 30.4％（前年度
27.3％），高校の 31.9％（前年度 31.8％）に比べて
割合が高かった．中学校では，他の校種に比べて他
との連携が行われている可能性や教職員以外から情
報を得て対処に当たるケースが多い可能性などが想
定される．
　本調査による沖縄県の中学校をみると，学校の教
職員以外から情報を含め，情報を得てからの対応や
他と連携した取組が，他の校種に比べて実施されて
いる状況であった．しかし，本調査による B3 項目
の「いじめの相談・通報の窓口を具体的に示してい
る」をみると，平均値は 2.47（小学校 2.54，中学校
2.30，高校 2.50）で，表 6 に示す平均値が低い項目
であり，沖縄県では中学校をはじめ学校現場におけ
る相談窓口の周知・徹底は十分ではない状況にある．
その周知徹底に力を入れ，「学校の教職員以外から情
報」をより早期に得る可能性を高め，早期対応につ
ながるようにすることが望まれる．
　一方で，文部科学省の調査結果7）の「いじめられ
た児童生徒の相談状況」をみると，「誰にも相談して
いない」は全体の 7.9％で，件数は 14,806（小学校
8,914，中学校 3,956，高校 1,850）となっている．
誰かに相談ができる可能性を高めるためにも，学校
内外の相談窓口の周知について推進する必要があ
る．
5.2　「いじめられた児童生徒・その保護者への支援」
　第 3 条の第 2 項及び 3 項には，いじめを放置しな
いことと，いじめられた児童生徒の心身及び生命を
保護することが規定されている．本調査では，いじ
められた児童生徒への支援的対応は，いじめへの対
処に関する他の項目に比べて実施されている状況で
あったが，特に中学校では他の校種に比べて実施さ
れている状況がうかがえた．文部科学省の調査結
果7）から全国的にみると，「学級担任や他の教職員に
よる継続的なケア」は，小学校が 39.7％，中学校が
55.9%，高校が 50.8％で，また「家庭訪問の実施」は，
小学校が 9.0％，中学校が 23.4％，高校が 10.2％で，
中学校では教員自らが時間と労力をかけた対応の実
施割合が他の校種に比べて高かった．そのような傾
向は本調査でもみられた．一方で，継続的ケアや家
庭訪問等を教員個々に委ねられることは大きな負担
になる．実態としていじめられた児童生徒に継続的
に対応する状況が多くみられる中学校では，とりわ
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け特定の教員への過負担に留意し，組織的に対応す
る体制づくりが求められるだろう．しかし，沖縄県
の中学校をみると，Ga2 項目（特定の教員等が抱え
込まず，いじめへの組織的対応が可能になるような
全教職員による共通理解の状況に関する内容）の結
果からは，組織的対応が可能になるための共通理解
の状況は，他の校種に比べて実施されている状況で
はなかった．
　本調査では，別室指導や出席停止など，通常指導
を超えた個別的対処に関して，小学校では，中・高
校に比べて実施状況は低かった．実態として，それ
に該当する機会が少ない点が平均値にあらわれた可
能性は考えられる．しかし，全国的にみると暴力行
為の件数は，小学校で 2011 年度から過去最高を毎
年連続して更新し，通常指導を超えて外部者と連携
した対応が求められる機会は増加している．一方で，
「いじめられた児童生徒への対応」で「状況を聞く」
以外の対応について，「スクールカウンセラー等相談
員による継続的なカウンセリング」は小学校の実施
割合が 1.6％で，中学校 5.4％と高校 5.8％に比べて
低く，外部者としては比較的に学校へ馴染みのある
カウンセラー等と連携した個別的対応をみても小学
校では実施されていない状況がうかがえる．今後は
小学校においても，通常指導を超えた個別的対応の
必要性が高まる可能性があり，それに対応できる状
況を整えておくことが望まれる．
5.3　「いじめた児童生徒への指導・保護者への助言」
　本調査では，加害児童生徒及びその保護者に対す
る指導が，中学校では教員間及び他と連携して行わ
れていることがうかがえた．また，いじめた児童生
徒の人格的側面に留意した指導が，小学校と中学校
では高校に比べて実施されていた．高校では，その
ような側面に配慮した指導の実施が課題として示さ
れた．
　第 23 条の第 3 項には，いじめの被害児童生徒と
その保護者だけではなく，いじめを行った児童生徒
とその保護者を対象に必要な指導や助言等を継続的
に行うことを規定している．文部科学省の調査結果7）
から全国的にみると，「いじめた児童生徒の保護者へ
の報告」は，小学校が 33.4％，中学校が 56.0％，高
校が 32.8％であった．また，「いじめた児童生徒やそ
の保護者に対する謝罪の指導」は，小学校が
30.4％，中学校が 44.7％，高校が 21.9％であった．
いじめに対して社会総がかりで取り組む上で，保護
者との情報共有は特に重要である．いじめ被害の児
童生徒の保護者は勿論のこと，いじめた児童生徒の
保護者との情報共有も必須である．その点で全国的
には，十分に情報が共有されていない実態がうかが
える．とりわけ小学校と高校では，一層の努力が求
められる．本調査の Ec3 項目の結果からも，いじ
めた児童生徒の保護者との連携等は，沖縄県の小学
校と高校では中学校に比べて課題とみられる．
　一方で，いじめた児童生徒への対応で，通常指導
を超えた指導としては，「別室指導」が最も多く 11.9％
（小学校 10.5％，中学校 14.7％，高校 12.9％），「関係
機関との連携」をみると，警察等の刑事司法機関等
との連携は 0.5％，児童相談所等の福祉機関等との
連携は 0.2％，病院等の医療機関等との連携は 0.1％
であった．「問題行動を起こす児童生徒に対する指
導について（通知）」（文部科学省，2007）10）では，
いじめや暴力行為など問題行動を繰り返す児童生徒
に対し，正常な教育環境を回復するため必要と認め
る場合には，市町村教育委員会は，出席停止制度の
措置を採ることをためらわずに検討する旨が発出さ
れているが，2014 年度の「出席停止」は中学校のみ
で 2 件であった．本中項目の中で Ec6 項目（特別
な指導計画による指導，出席停止，警察との連携等
による毅然として指導）は最も平均値が低く，沖縄
県の学校現場でも，通常指導を超えた指導が必要に
なる場合には特別な個別的指導や他機関との連携が
できるようにする用意が求められる．
5.4　「集団への働きかけ」
　文部科学省の調査結果7）から全国的にみると，い
じめの態様は，「仲間はずれ，集団による無視」が小
学校 20.8％，中学校 16.1％，高校 15.8％であった．
誰に相談したかをみると，「友人に相談」は，小学校
7.8％，中学校 10.9％，高校 4.0％で，「誰にも相談し
ていない」は，小学校 7.3％，中学校 7.5％，高校
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16.2％であった．「いじめ発見のきっかけ」をみる
と，「児童生徒からの情報」は，小学校 2.7%，中学
校 4.5％，高校 3.8％であった．
　このように，集団によるいじめが多く確認されて
いる一方で，児童生徒から得るいじめ情報の割合は
少なく，児童生徒が相互に相談し合える状況も乏し
い状況がうかがえる．集団への働きかけに力を入れ，
いじめに対する集団の意識を高め，いじめ発生後の
情報が素早く表に出て，児童生徒及び教員と相互に
共有できるようにする必要がある．本調査では，と
りわけ高校でそのような取組に力を入れる必要性が
示された．
5.5「ネットいじめへの対応」
　文部科学省の調査結果7）から全国的みると，いじ
めの態様では，「パソコンや携帯電話等で，誹謗中傷
や嫌なことをされる」が，小学校 1.3％，中学校 7.8％，
高校 18.2％であった．高校では，他の校種に比べて
直面する機会が多い課題であることがうかがえる．
本調査からは，沖縄県でも，高校では他の校種に比
べて実際対応が実施されている状況がうかがえるが，
事前の情報モラル教育の実施については他の校種に
比べて高校には課題がみられた．第 19 条には，イ
ンターネットを通じて行われるいじめに対する対策
の推進が規定され，学校には情報モラル教育の実施
に力を入れるように求めている．本調査ではネット
いじめへの対応の実施状況の平均値は他項目に比べ
て相対的に低く，どの校種でも発達段階等に応じて
一層の取組が期待される．
６．重大事態への対処
　第 28 条では，いじめの中でも特に重大な事態へ
の対処について規定し，国の基本方針では調査手順
について定めている．したがって，重大事態へ対処
は，法に則った対応が規定されているため，他の大
項目に比べて一律の正確さが求められ，学校では事
前から基準に則った組織体制を整えておく必要があ
る．
　本調査からは，重大事態へ対処する調査組織を設
定している平均値が他の中項目に比べて低く，重大
事態へ対処する学校の組織体制の状況に課題がうか
がえた．また，校種ごとに有意な差がみられた「基
本対応」の各項目（Fa1，Fa2，Fa3）は，重大事態
に該当する基準に対する理解をみる項目であり，全
教職員が理解していることが求められる項目である．
また，中項目の中で最も平均値が低かった「調査組織」
は，法で示す調査組織の構成や調査主体に関する項
目であり，学校として事前に体制を整えている状況
をみる項目である．不足点があれば早急に万全な体
制を整える必要がある．
　文部科学省のいじめ調査の結果7）をみると，2014
年度に発生した重大事態の件数は 449 件（小学校
117 件，中学校 281 件，高校 51 件）であった．一方，
不登校調査の結果5）をみると，1446 件（小学校 309
件，中学校 1,047 件，高校 90 件）であった．「いじ
めがきっかけ」で不登校になった場合は，第 28 条
の第 1 項第 2 号に該当し重大事態に該当する．当然，
不登校調査の「いじめがきっかけ」の件数は，すべ
て重大事態に該当する．それらはいじめ調査の重大
事態件数の 3 倍弱の件数を示している．重大事態と
してカウントされていない件数が多数あり，重大事
態に該当する実際の件数は，いじめ調査で報告され
た件数以上に存在している．なお，不登校の重大事
態については，原則学校が調査主体となる通知が発
出されている（文部科学省，2016）11）．各学校では，
重大事態への対処に関する法律の理解を深めるとと
もに，それに対処する体制を整えておくことが求め
られる．
７．その他の留意事項
　文部科学省の調査結果7）から全国的にみると，「学
校におけるいじめへの対応方針や指導計画等を公表
し，保護者や地域住民の理解を得るよう努めた．」は，
小学校 64.7％，中学校 62.6％，高校 53.2％であった．
また，「PTA や地域の関係団体等とともにいじめの
問題について協議する機会を設けた」は，小学校
36.4％，中学校 34.6％，高校 20.9％で，「いじめの問
題に対し，地域の関係機関と連携した対応を図った」
は，小学校 24.4％，中学校 25.2％，高校 14.9％であっ
た．
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　国の基本方針には，学校の基本方針は公開するこ
ととされている．社会総がかりでいじめ問題に取り
組むには，学校が中心となり学校の基本方針を公開
し内容を説明して保護者等の理解を得るとともに，
具体的に連携できる環境や仕組みづくりを進める必
要があり，上述の 1 つめの調査内容には，100％の
実施回答が求められ，2 つめについても概ね実施し
ている状況が望まれる．全国的にみると，本法律に
則り社会総がかりでいじめ問題に取り組むために，
学校に求められる取組が十分に実施されていない状
況がうかがえる．
　また，「学校におけるいじめの問題に対する日常の
取組」として，「いじめの問題に関する校内研修を実
施した」は，小学校 93.9％，中学校 70.7％，高校
57.3％で，小学校では 90％を超えているが，それに
比べて中学校と高校で実施率が低い状況がみられ
た．
　本調査でも，沖縄県の学校では「校内研修」と「連
携」に関する実施状況は他の項目に比べて低く，校
種別には特に高校で課題がみられた．第 18 条では，
教員の資質向上のために校内研修の実施を求めてい
る．本法律に関する理解や共有には校内研修が必要
になってくる．第 1 条でいじめ問題に社会総がかり
で取り組むことが示され，第 8 条では，学校及び教
員の責務として学校が中心となって他との連携を
図っていくことが示されているが，それについての
周知徹底には，簡便で短時間の打ち合わせ程度では
なく，校内研修の設定が必要になる．「校内研修」
に関する項目は，本法律に則った学校における取組
の実効性に作用する鍵となる項目とみることができ
る．
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